【別添】

（報告対象となる事案）

預貯金者から「盗難キャッシュカードにより不正な払出しがされた」旨の申出があり、事案として認識したものは全て報告すること。なお、盗難キャッシュカードによる不正な払出しでないこと等が事後的に判明するケースが考えられるが、この場合は次により報告すること。
1 「事故の概要」及び「被害者への対応状況」欄に事案の詳細を記載すること。（別紙様式2-2-1､2-3）
2 事案の認識後、既に件数等を計上した案件については、「事故金額等」欄の修正を行わず、「補償状況」欄のいずれかに件数等を計上すること。（別紙様式2-2-2）
（注）「事案として認識した」とは、事案管理台帳への登録等が考えられる。

（補償しない理由）

補償しない理由は下表により記載する。

	補償しない理由
	番号

	預貯金者から当行への速やかな通知が行われていない
	 ①
	

	預貯金者より十分な説明が行われていない
	②
	

	預貯金者が警察署に対し被害届を提出していない
	③
	

	盗難カード等を用いて行われた不正なものでない、又は預貯金者の故意による
	④
	

	預貯金者の重大な過失がある
	
	

	
	本人が他人に暗証を知らせた
	⑤
	A

	
	本人が暗証をキャッシュカード上に書き記していた
	⑤
	B

	
	本人が他人にキャッシュカードを渡した
	⑤
	C

	
	上記と同程度の著しい注意義務違反が認められる
	⑤
	D

	預貯金者の配偶者等による払出し
	⑥
	

	預貯金者が重要事項について虚偽の説明
	⑦
	

	著しい社会秩序の混乱に乗じた不正払出し
	⑧
	

	当行への通知にかかる日数が補てん要件を満たさない
	
	

	
	預貯金者から当行への通知前30日以内の払出しでない
	⑨
	A

	
	預貯金者から当行への通知が、盗取が行われた日から２年を経過
	⑨
	B

	その他
	
	

	
	預貯金者から補償請求がない
	⑩
	A

	
	補償請求の取下げ
	⑩
	B

	
	なりすまし
	⑩
	C

	
	預貯金者の家財保険等による補償
	⑩
	D

	
	犯人が弁償
	⑩
	E

	
	盗難ローンカード・クレジットカード等による不正払出し
	⑩
	F

	
	遺失、詐欺等による不正払出し
	⑩
	G

	
	法施行前の不正払出し
	⑩
	H

	
	預貯金等契約の締結者が法人である
	⑩
	I


